
詳
し
く
は
、
税
務
課
資
産
税
係

（
内
線
1
7
6
〜
1
7
9
）へ
。 

納
税
者
の
皆
さ
ん
に
、
固
定
資

産
税
・
都
市
計
画
税
の
課
税
内
容

を
正
し
く
把
握
し
て
い
た
だ
く
た

め
、
固
定
資
産
課
税
明
細
書
を
お

送
り
し
ま
す
。
 

課
税
明
細
書
は
、
所
有
者
別
資

産
の
課
税
標
準
額
が
法
定
免
税
点

（
土
地
＝
30
万
円
、
家
屋
＝
20
万

円
）
以
上
の
場
合
に
、
納
税
通
知

書
の
末
尾
に
記
載
し
て
お
送
り
し

ま
す
。
た
だ
し
、
所
有
し
て
い
る

資
産
の
多
い
方
は
、
納
税
通
知
書

と
別
つ
づ
り
の
課
税
明
細
書
を
同

封
し
て
お
送
り
し
ま
す
。
 

な
お
、
課
税
明
細
書
の
再
発
行

は
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
大
切
に
保

管
し
て
く
だ
さ
い
。
 

平
成
21
年
度
の
縦
覧
期
間
は
、

4
月
1
日（
水
）〜
30
日（
木
）ま
で

（
た
だ
し
、
土
・
日
曜
日
、
祝
日

を
除
く
、
午
前
8
時
30
分
か
ら
午

後
5
時
15
分
ま
で
）
で
、
固
定
資

産
税
の
納
税
者
の
方
は
、
縦
覧
帳

簿
を
無
料
で
縦
覧
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
 

縦
覧
帳
簿
に
は
、
市
内
の
す
べ

て
の
土
地
の
所
在
・
地
番
・
地
目
・

地
積
・
価
格
、
家
屋
の
所
在
・
地

番
・
家
屋
番
号
・
構
造
・
種
類
・

床
面
積
・
価
格
・
建
築
年
が
記
載

さ
れ
て
お
り
、
ご
自
身
が
所
有
し

て
い
る
資
産
と
比
較
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
 

ご
希
望
の
方
は
、
税
務
課
資
産

税
係
ま
で
お
出
掛
け
く
だ
さ
い
。
 

固
定
資
産
課
税
台
帳
に
は
、
固

定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の
課
税

の
基
礎
と
な
る
価
格
な
ど
が
登
録

さ
れ
て
お
り
、
納
税
者
お
よ
び
借

地
・
借
家
人
な
ど
の
方
は
、
年
間

を
通
し
て
固
定
資
産
課
税
台
帳
を

閲
覧
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
手

数
料
は
、
1
件
に
つ
き
３
０
０
円

と
な
り
ま
す
（
た
だ
し
、
上
記
の

縦
覧
期
間
中
は
無
料
で
す
）
。
 

な
お
、
借
地
・
借
家
人
な
ど
の

方
が
閲
覧
す
る
場
合
は
、
そ
れ
を

確
認
で
き
る
書
類
の
提
示
が
必
要

と
な
り
ま
す
。
 

ご
希
望
の
方
は
、
税
務
課
資
産

税
係
ま
で
お
出
掛
け
く
だ
さ
い
。
 

 
①給料表に関する事項 

現在技能労務職員には行政職給料表の　3　級までを使用しています。技能労務職員に行政職給料表を使用しているこ
とは、該当職員に対する優遇ではないかとの批判もありますので、平成22年度をめどに、国家公務員俸給表（二）に
準じた行政職給料表（　2　）を作成し、該当職員の給料を新たな給料表に基づくものに切り替えます。 
②手当に関する事項 

特殊勤務手当については、平成18年度に一部手当の廃止、支給額の引き下げ・支給方法の見直し（月額支給から勤
務実績に応じた日額支給への変更）などを行いました。今後も国・県の動向や、近隣自治体の推移を見極めながら、
人事院勧告などを注視し、継続的に見直しを行います。 

③昇給・昇格に関する事項 
現在適用している昇格基準については、新たな給料表の導入にあわせて見直しを行います。 
また、昇給については、一般行政職から順次導入を予定している人事評価制度を技能労務職員についても適用する

こととし、職務遂行能力や勤務実績を的確に把握・評価することにより、公務能率の向上や公務運営の活性化を図る
とともに、適切な昇給制度の運用を行います。 

④職員採用に関する事項 
技能労務職員については、民間委託が困難である業務を除き退職者の補充を行わず、技能労務職員の人事異動・職

種転換や臨時職員の活用などにより対応することとします。 
 
 
本市では、これまでにもさまざまな事務事業の分野で民間委託などを進めてきましたが、今後も市民サービスの維

持・向上と財政的効果を主眼に技能労務職員が担っている業務を検討し、民間委託が適切なものについて推進すると
ともに、指定管理者制度の活用を図っていきます。 



市では、適正な職員給与の水準を実現するため、他の地方公共団体と均衡の取れた給与制度の見直し、給与
改定や給与構造改革に取り組むほか、民間委託の導入など随時見直しを行ってきました。一方、地方公共団体
の技能労務職員の給与については、「同種の民間事業の従業者に比べ高額となっているのではないか」との厳
しい批判があり、総務省からも「技能労務職員等の給与等の総合的な点検」を実施するよう要請されています。 
このような声を真摯に受け止め、一層適正な給与制度の確立を図るとともに、市民の皆さんのご理解が得ら
れるよう、土岐市における今後の技能労務職員の給与などについて、見直しに向けた取り組み方針を策定しま
したので公表します。 

③給料表の状況 
本市では、技能労務職の給料表について、行政職給料表（国家公務員行政職俸給表（一）に準じたもの）の　1　級から

　3　級までを使用しています。 
④技能労務職に係る特殊勤務手当の状況 
●特殊作業勤務手当 
・し尿の収集、運搬に従事した場合、　1　日につき1,200円 
・し尿の処理の作業に従事した場合、　1　日につき900円 
・ごみの収集、運搬または処理の作業に従事した場合、　1　日につき900円 
・火葬の業務に従事した場合、　1　体につき1,000円 
・給食センターに勤務する職員で運搬の業務に従事した場合、　1　日につき200円 

●特殊養護手当 
・恵風荘に勤務する職員が、疾病または肢体不自由老人の養護に従事した場合、　1　日につき100円 

 
 
現在の厳しい行財政環境下にあって、地方公共団体は高度化・多様化する住民ニーズに的確に対応できるよう、最小

の経費で最大の効果を発揮するという地方自治運営の基本原則に立ち、本市では、平成17年度を基準年度とし平成22年
　4　月　1　日までの期間の行政改革の推進のための「土岐市集中改革プラン」を実行中です。 
また、別に策定した第　3　次土岐市定員適正化計画では、平成22年　4　月　1　日の職員数を平成17年　4　月　1　日現在の職員数

に比べ28人削減することとしています。 
これらの計画を着実に実行するために、技能労務職員の職場体制や事務事業の見直しを図りながら、職員の適正配置

を行うとともに給与水準の適正化に努めてまいります。 

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、超過勤務手当などのすべての諸手当の額を合計し
たものです。 

※民間データは、賃金構造基本統計調査の数値（平成17～19年の平均）を使用しています。 
※技能労務職の職種と民間の職種などの比較については、年齢、経験年数、業務内容、雇用形態などの点において、完全に一致するもの
ではありません。 

②職種別・年齢別職員数 

①職種別の人数・平均年齢・平均給与および民間データ（平成20年　4　月　1　日現在） 

しん　し 


